
○第４期越谷市障がい福祉計画　骨子案（第３期との比較、主な変更・追加箇所等）
※ は変更・追加箇所等

1 基本理念

(1) 障がい者の自己決定と自己選択の尊重

(2)
市を主体とする仕組みと多様な障がい
に係る制度の一元化

(3)

(4)

(5)

2 基本目標

3 平成26年度の数値目標の設定

(1)

(2)

(5)

3 平成29年度の数値目標の設定

(1)

(4)

相談支援体制の構築

施設入所者の地域生活への移行

入院中の精神障がい者の地域生活への移行

福祉施設から一般就労への移行

(2)

(4)

地域生活移行や就労支援等のサービス
提供体制の整備

(3)

(1) 訪問系サービスの充実

日中系サービスの充実

グループホーム等居住系サービスの充
実と地域生活への移行

就労支援事業の利用者数

就労継続支援Ａ型事業の利用者数

(4)

(3)

(2)

福祉施設から一般就労への移行

(4)

(3) 計画の期間

計画の策定にあたって

第２章　計画の目標 第２章　計画の目標

(3)
地域生活移行や就労支援等のサービス
提供体制の整備

2 基本目標

(1) 訪問系サービスの充実

(2) 日中系サービスの充実

(3)
グループホーム等居住系サービスの充
実と地域生活への移行

第１章　計画の策定にあたって 第１章　計画の策定にあたって

(1) 障がい者の自己決定と自己選択の尊重

(2) 多様な障がいに係る制度の一元化

1 基本理念

1

2

1 計画策定の背景と趣旨

計画の性格、位置づけ2

(1) 計画の性格

(2) (2) 計画の位置づけ

(3) 計画の期間

(4) 計画の策定にあたって

計画の位置づけ

資料３
網掛け部分

主な変更点等

(6) 障がい児支援の提供体制の確保

計画策定の背景と趣旨

計画の性格、位置づけ

(1) 計画の性格

福祉施設から一般就労への移行

(5) 相談支援体制の構築

施設入所者の地域生活への移行

入院中の精神障がい者の地域生活への移行

(3) 地域生活支援拠点の整備

福祉施設から一般就労への移行

３期計画 ４期計画（案）

変更 

変更①（４期計画案Ｐ２）： 

・策定の根拠である障害者自立支援法が、平成25年4月に改正され、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、いわゆる障害者

総合支援法に名称が変更となり、内容についても、障がい者の範囲への難

病患者等の追加や、ケアホームのグループホームへの一元化等が盛り込ま

れた。 

・障がい者の権利保障の観点では、「障害者権利条約」の批准が国会で承認

され、国連事務局への申請が受理された。 

追加①（４期計画案Ｐ７）： 

４期計画に係る国の基本指針により、障がい児支援についても当該計画に

項目を設けることになったため追加 

変更④（４期計画案Ｐ８、９）： 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

⇒３期計画から引き続きの項目。国・県より、平成25年度末時点での施設入

所者の12%以上が地域生活へ移行するとの考え方が示されているが、本市

では過去に地域生活への移行者がほとんどいない実情を踏まえ、３期計画

同様10%（21名）を目標値とする。 
 

（２）入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

⇒３期計画から引き続きの項目。県より目標値の算出方法が示されていな

いことから、算出方法が示され次第目標値について検討する。 
 

（３）地域生活支援拠点の整備 

⇒４期計画より新たに追加された項目。国より「地域生活支援拠点」の具体

的役割や機能等が示されていないため、それらが示され次第目標値につい

て検討する。 
 

（４）福祉施設から一般就労への移行 

⇒３期計画から引き続きの項目。県より、平成24年度の一般就労への移行

実績を３割以上増やす（国は２倍以上）との考え方が示されているが、より増

加傾向にある本市の実情を踏まえ、平成25年度実績と同等の値（22人）を

目標値とする。また、国・県の考え方に基づき、同項目内に就労移行支援事

業の利用者の増加及び就労移行支援事業所の就労移行率の増加を目標

値として目標を設定する。 

変更 

変更 

追加 

変更②（４期計画案Ｐ５）： 

障害福祉サービスの対象となる障がい者等に高次脳機能障がい者、難病患

者を追加で記載 

変更③（４期計画案Ｐ６）： 

法改正に伴い、共同生活介護（ケアホーム）が共同生活援助（グループホー

ム）に一元化されたため、共同生活介護（ケアホーム）を削除 

変更 

変更 

変更・統合 

追加 



1

(2)

(1) 相談支援事業 相談支援事業(3)

(1) ホームヘルプサービス

相談支援

第３章　障害福祉サービスの見込量と確保のための方策

日中活動系サービス

(4) 相談支援

第３章　障害福祉サービスの見込量と確保のための方策

障害福祉サービスと相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

(2) 日中活動系サービス

(3) 居住系サービス

(1) ホームヘルプサービス

1 地域生活支援事業の内容及び必要な量の見込み

(1)

第４章　地域生活支援事業 第４章　地域生活支援事業

(5) 障がい児支援

1

(7) 日常生活用具給付事業

成年後見制度法人後見事業(5)

障害福祉サービスと相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

(3) 居住系サービス

(4)

４期計画（案）

地域生活支援事業の内容及び必要な量の見込み

地域生活支援事業の必要な見込量確保のための方策

2

理解促進・研修啓発事業

(2) 自発的活動支援事業

4

3 権利擁護の推進

計画の進行管理

関係機関等の連携強化

1

2 地域生活支援事業の必要な見込量確保のための方策

1

2

成年後見制度利用支援事業(6)

(7) その他の事業

(4) 移動支援事業

(5) 地域活動支援センター事業

第５章　計画の実現に向けて 第５章　計画の実現に向けて

(4) 成年後見制度利用支援事業

4 計画の進行管理

主な変更点等

障害福祉サービス等に関する情報提供の充実

2 関係機関等の連携強化

地域活動支援センター事業

(2) コミュニケーション支援事業

3 権利擁護の推進

３期計画

障害福祉サービス等に関する情報提供の充実1

2

2 障害福祉サービスと相談支援の種類ごとの必要な見込量確保のための方策

(12) その他の事業

(8) 手話奉仕員養成研修事業

(9) 移動支援事業

(10)

障害福祉サービスと相談支援の種類ごとの必要な見込量確保のための方策

(11) 専門性の高い意思疎通支援に係る事業

(6) 意思疎通支援事業

(3) 日常生活用具給付事業

追加 

変更⑤（４期計画案Ｐ１１、１５、１８）： 

変更③同様、法改正にともない、共同生活介護（ケアホーム）が共同生活援

助（グループホーム）に一元化されたため、共同生活介護（ケアホーム）を削

除。 

追加②（４期計画案Ｐ１１、１７、１９）： 

追加①同様、第４期計画に係る国の基本指針により、障がい児支援につい

ても当該計画に項目を設けることになったため、目標を追加。 

変更⑥（４期計画案Ｐ２０～３２）： 

・法改正により、地域生活支援事業の必須事業として、以下の事業が追加さ

れた。それを受け、４期計画より項目を設ける。 

 理解促進・研修啓発事業      自発的活動支援事業 

 成年後見制度法人後見事業    手話奉仕員養成研修事業 
 

・コミュニケーション支援事業の名称が意思疎通支援事業に変更となった。 
 

・平成２７年度の中核市移行に伴い、専門性の高い意思疎通支援に係る事

業として以下の事業を追加する。 

 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

 手話通訳者・要約筆記者派遣事業（意思疎通支援事業からの再掲） 

 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

  

変更 

変更⑦（４期計画案Ｐ３３）： 

国の基本指針において、計画の中間報告として、分析、評価を行うことが盛

り込まれたため、既に施策推進協議会等において行っているが、記述を追加

する。 
変更 

変更 

追加 

追加 

追加 

追加 

追加 


